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１． はじめに 
 近年，集中豪雨や台風など異常気象による土砂災害が頻発している．特に，時間降雨量が 50mm を超える

降雨の発生件数が顕著に増加しており，豪雨による土砂災害に対する対策が急務である．土砂災害は，がけ

崩れ，地すべり，土石流に分類されるが，中でもがけ崩れの増加は，地すべり，土石流に比べ極めて顕著で

ある．したがって，道路管理における安全性向上のためには，がけ崩れに対する防災対策が緊急の課題であ

る．一方，現行のがけ崩れに対する道路管理手法としては，降雨量の統計データによる交通規制あるいは交

通規制解除がある．しかし，この手法による規制基準には，斜面の土質特性や水分環境が考慮されていない．

したがって，より安全で正確な規制基準を設けるためには，斜面ごとに地盤特性を考慮した評価が必要にな

る．小泉ら 1)は斜面災害監視のために無線センサネットワークによる多点型土砂災害監視システムを提案して

いるが，同システムにおける警報および警報解除基準の設定手法が課題として残っている．そこで，本研究

では無線センサネットワークによる多点型土砂災害監視システムにおける警報および警報解除基準の設定手

法を検討する． 

２． 対象概要 
 福井県おおい町に位置する舞鶴若狭自動車道沿い切土のり面を対象とする．対象斜面の地質は，古生代ペム 
紀の超丹波帯大飯層と丹波帯(舟伏山ユニット相当層)に属する堆積岩類である．ボーリング調査によって柔か 
い粘性土が深度 8m 付近まで分布しており，さらに N=10～16 の軟質強風化砂岩が深度 13m 付近にまで分布し

ていることが確認されている 2)．対象斜面において最も風化が著しい地点の土質特性を表-1 に示す． 
表-1 舞鶴若狭自動車道KP107 土質特性 
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2.78 1.51 0.56 3.3 18 32.1 1.08 1.32 32.8 3.66.E-04 
３．警報および警報解除基準の定義  
 警報および警報解除基準の設定にあたり，本研究では水分特性曲線を用い 
た手法を検討した．表層崩壊発生の主要因として，サクションの低下による

有効応力の減少が考えられる．そこで降雨浸透による対象斜面の体積含水率

およびサクションの変化を測定し，サクションの低下，回復を基に警報およ

び警報解除基準を設定する．図-1 に水分特性曲線の概形を示すが，サクショ

ンが低下し地盤が不安定になる点 a を警報基準，サクションの回復が今後期待

でき，地盤が安定してくる点 b を警報解除基準とする．ここでの警報基準と

は崩壊に直接影響を及ぼす変状を予測する基準ではなく，有効応力が減少し

ているという状態を管理者に注意喚起すると共に，解除の適切な時期を予測    図-1 水分
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することを主な目的としている．        
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４． 保水性試験 
 サクションの状態を評価するために，現場土砂を用いた保水性試験を実施した．試験手順としては，①内径

19.6cm，高さ 10cm のアクリルパイプに現場土砂を間隙比が 1.51 となるように充填する．②現場で用いている

土壌水分センサ(体積含水率)，水ポテンシャルセンサ(サクション)を現場と同条件で埋設する．③サクション

が下限値を示すまで加水し，その後乾燥させる．④1 分毎にデータを取得し，対象斜面の水分特性曲線を得る．

今回，同条件で 9case の試験を実施した． 
 ところで，本研究で用いた土壌水分センサの換算式は砂質土に対応したもので，現地土質を再現することは

できない．従って，結果の分析にあたり，現地土質に対応した校正式を導出する必要がある．校正式導出試験

の手順は次のようになる．①容量が既知の容器に含水比の異なる現場土砂を間隙比 1.51 になるように充填す

る．②含水比が 0，10，20，30，32，35%の 6case に対して，計算による基準値とセンサによる測定値を算出

する．③その関係図から校正式を導出する．校正式を以下に示す． 
                   校正値=0.4027×測定値+0.2137            ・・・(1) 
５． 警報および警報解除基準 
 警報基準(点 a)に関しては，サクションの下限 
値から抽出した．抽出したデータには，ばらつき 
が存在するため抽出データを検定し 99%信頼区 
間を求めることで評価した．検定の結果，警報基 
準の上限値(危険側)は体積含水率 0.472 に対して 
サクション 11.5kPa，下限値(安全側)は体積含水 
率 0.456 に対してサクション 19.0kPa となった． 
より安全な道路管理が求められていることを考慮 
し，警報基準は後者(0.456,19.0kPa)を採用する． 
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一方，警報解除基準(点 b)に関しては，サクショ 
ンの回復が今後期待でき，地盤が安定に向かう点を     図-2 水分特性曲線(排水過程)点 b 拡大図 
抽出するため，モニタリングデータ間の傾きの変化率が最大となる点を算出した．この点も点 a 同様，ばら 
つきを検定して評価する．実験で得られた水分特性曲線(排水過程)における点 b の拡大図を 99%信頼区間を 
併せて図-2 に示す．検定の結果，警報解除基準の上限値(危険側)は体積含水率 0.446 に対してサクション 
14.7kPa，下限値(安全側)は体積含水率 0.417 に対してサクション 20.9kPa となった．解除の場合も安全側に 
基準を設定する必要があるため，警報解除基準は後者(0.417,20.9kPa)を採用する．さらに安全側に警報の発 
令，解除を行うため，発令条件としては体積含水率あるいはサクションのどちらかが基準を超えた時点とし， 
解除条件としては両方の基準を超えた時点とする． 
６． まとめ 
 無線センサネットワークによる多点型土砂災害監視システムにおける警報および，警報解除基準の設定手 

法を提案した．その結果，対象斜面における警報基準は(0.456,19.0kPa)，解除基準は(0.417,20.9kPa)となる．今

後は対象斜面で実測を行い，これらの結果の妥当性を検証する必要がある． 
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